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社会福祉法人大洲育成園 経理規程細則 

 

１  総則 

 

（目的） 

第１条  この細則は、社会福祉法人大洲育成園経理規程（以下、「経理規程」という。）

を実施するために必要な事項について定めるものとする。 
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２ 「経理規程第７条に定める共通収入支出の配分に関する細則」 

 

（配分基準） 

第１条  経理規程第７条第１項及び第２項に定める「合理的な基準に基づいて配分する」

基準は、別添１共通経費の配分基準表のとおりとする。 

  ２  前項の配分基準は、支出及び費用の項目ごとに、その発生に最も密接に関連す

る量的基準（例えば人数、時間、面積等による基準、又はこれらの２以上の要

素を合わせた複合基準）を選択して適用するものとする。 

  ３  一度選択した配分基準は、状況の変化等により当該基準を適用することが不合

理であると認められるようになった場合を除き、継続的に適用するものとする。 
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３ 「経理規程第３９条に定める資金の積立に関する細則」 

 

（積立） 

第１条  経理規程第３９条に定める積立資産は、使用計画に定めた積立額を積み立てる

ものとする。 

 

（取崩） 

第２条  経理規程第３９条に定める積立資産は、次に掲げる場合にそれぞれに掲げる金

額を取崩すものとする。 

  （１）当該積立資産の目的である支出があった場合 

     当該積立資産の金額範囲内の目的支出額 

  （２）当該積立資産の目的である支出が行われないことが理事会で決定した場合 

     当該積立資産の総額 

  （３）当該積立資産を積立目的以外に使用する場合 

     当該積立資産について理事会で取り崩すことと決めた金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

4 

 

４ 「経理規程第４２条に定める有価証券の評価に関する細則」 

 

（時価） 

第１条  経理規程第４２条第３項に定める時価とは、市場価格に基づく価格をいうもの

とする。 

  （１）次の有価証券については、それぞれに公表されている取引価格を市場価格とす

る。 

    ①取引所に上場されている有価証券の市場価格は、原則として取引所における取

引価格とする。なお、一つの有価証券が複数の取引所に上場されている場合に

は、当該有価証券の取引が最も活発に行われている取引所の価格とする。 

    ②店頭において取引されている有価証券の市場価格は、公正な価格を提供するた

め複数の店頭市場の情報を集計し、提供することを目的として組織化された業

界団体（例えば日本証券業協会）が公表する価格とする。 

    ③取引所及び店頭において取引がされていなくても、随時、売買・換金等を行う

ことができる取引システム（例えば、金融機関・証券会社間の市場、ディーラ

ー間の市場、電子媒体取引市場）が流通性を確保する上で十分に整備されてい

る場合には、そこで成立する取引価格を有価証券の市場価格とする。 

  （２）有価証券に付すべき時価は、上記取引価格等の終値を最優先適用し、終値がな

ければ気配値を適用するものとする。その場合の気配値は、公表された売り気

配の最安値又は買い気配の最高値とし、それらがともに公表されている場合に

は、それらの仲値とする。また当日に終値も気配値も公表されていない場合は、

同日前直近において公表された終値又は気配値とする。 

 

（償却原価法） 

第２条  経理規程第４２条第４項に定める償却原価法は、定額法により計算するものと

する。 

  ２  前項に定める定額法とは、債券の金利調整差額を受け渡し日から弁済期又は償

還期までの期間で除して各会計期間に配分する方法をいい、当該配分額を取得

価額に加減する。 
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５ 「経理規程第４５条に定める原価計算に関する細則」 

 

（原価計算期間） 

第１条  当法人において、原価計算期間は、期首から期末までの１年間とする。 

 

（原価計算を行う単位） 

第２条  原価計算を行う単位は、事業所ごとに区分し、さらに事業所を作業種別に細区

分するものとする。 

 

（製造原価と販売費及び一般管理費の区分） 

第３条  製造部門（製造管理部門を含む。）において発生した材料費、役務費用等（労務

費、外注加工費及び経費）を製造原価といい、販売又は管理部門において発生

した費用を販売費及び一般管理費（以下、「販管費」という。）とする。製造原

価と販管費は原則として、明確に区分し、製造原価について原価計算を行うも

のとする。 

 

（原価計算の方法） 

第４条  当法人の製品及び仕掛品の原価は、次の方法で算定する。 

   １ 製品に直接賦課できる材料費、役務費用等については、該当する製品及び仕掛

品にその原価を直接賦課する。 

   ２ 製品に直接賦課できない材料費、役務費用等については、関連する製品・仕掛

品に合理的な配賦基準に基づいて配賦する。その場合における配賦基準は、費

目別又は費目グループ別に、製品・仕掛品に対する単位当たり消費量、労働時

間等を用いて定める。 

   ３ 前項の場合において、材料費、役務費用等を製造に関わる部門ごとに賦課又は

配賦して集計し、当該部門ごとに配賦基準を定めて配賦することができる。 

   ４ 原価計算期間末において仕掛品がある場合には、仕掛品の製造進捗割合に応じ

て、仕掛品の原価を計算し、当該原価計算期間における総製造費用から当該仕

掛品の原価を控除した額を製品製造原価とする。 
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６ 「経理規程第４５条に定める棚卸資産の時価に関する細則」 

 

（時価） 

第１条  経理規程第４５条第３項に定める「時価」とは、正味売却価額をいい、当該棚

卸資産の売価から当該棚卸資産を販売するために要する追加的な製造原価の見

積額及び販売直接経費の見積額を控除した額とする。 
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７ 「経理規程第４８条に定める固定資産の評価に関する細則」 

 

（付随費用） 

第１条  経理規程第４８条第１項（１）（２）に定める直接付随費用とは、当該固定資産

を取得し、事業の用に供するために要した費用で次の（１）及び（２）に掲げ

るものとする。 

  （１）当該固定資産を取得するために直接要した費用の額 

    ①引取運賃 

    ②荷役費 

    ③運送保険料 

    ④購入手数料 

    ⑤関税 

    ⑥その他その固定資産を取得するために直接要した費用の額 

  （２）その固定資産を事業の用に供するために直接要した費用の額 

  ２  次の（１）及び（２）に掲げるものは、前項の規定にかかわらず付随費用から

除外することができるものとする。 

  （１）不動産取得税、自動車取得税 

  （２）登録免許税その他登記登録に関する費用 

  ３  次に掲げるものは、第１項に掲げる付随費用からは除外するものとする。 

  （１）建設変更に伴い変更前に支出した当該建物建設のための調査費、測量費、設計

費等の費用で、変更後に不要となったもの。 

  （２）契約解除による違約金 

  （３）建物建設に伴う落成式等の費用 

 

（時価） 

第２条  経理規程第４８条第３項に定める時価とは、公正な評価額（観察可能な市場価

格、又は観察可能な市場価格によることができない場合においては合理的に算

定された価額）をいうものとする。次に掲げる資産については、それぞれに掲

げる価額を合理的に算定された価額とすることができるものとする。 

  （１）土地 次の①又は②の価格 

    ①「不動産鑑定評価基準」に基づく正常価格 

    ②公示価格、都道県基準地価格、路線価による相続税評価額又は固定資産税評価

額を基準として、それに合理的な調整を加えた価格 

  （２）建物等 次の①又は②の価格 

    ①「不動産鑑定評価基準」に基づく正常価格 

    ②販売業者、物件売買仲介業者など第三者が算定した価格 
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８ 「経理規程第４９条に定めるリース会計に関する細則」 

 

（利息相当額の配分方法） 

第１条  経理規程第４９条第１項に定める利息法とは、リース料総額に占める各会計期

間の支払利息相当額を、リース債務の未返済元本残高（貸借対照表のリース債

務の金額をいう。）に一定の率を乗じて算出する方法をいう。当該利率はリース

料総額の現在価値がリース取引開始日におけるリース資産（リース債務の計上

金額と同じ。）の計上額と等しくなる利率として求めるものとする。 

 

第２条  経理規程第４９条第２項に定める定額法とは、リース料総額から当該リース債

務の当初計上額を控除した残額を利息相当額とし、当該利息相当額をリース期

間で除してリース期間中の各会計期間に配分する方法をいう。 
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９ 「経理規程第５１条に定める固定資産の改良と修繕（資本的支出）に関する細則」 

 

（資本的支出と修繕費の区分） 

第１条  経理規程第５１条第１項に定める固定資産の性能の向上、改良又は耐用年数を

延長するために要した支出で固定資産の価額に加算するものを資本的支出とす

る。 

 

第２条  固定資産に関わる支出が、前条の資本的支出と経理規程第５１条第２項に定め

る修繕費のいずれに該当するかの判定にあたっては、継続的に利用することを

条件として、別添２の「資本的支出と修繕費の区分判定表」を利用して行うこ

とができるものとする。ただし、前条に定める原則に照らし、当該判定表によ

ることが明らかに不合理と認められる場合には、個々の支出内容を吟味して判

定するものとする。 
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１０ 「経理規程第５５条に定める減価償却に関する細則」 

 

（期中に増加又は減少した資産の償却費） 

第１条  期中において資産を取得し、又は譲渡、売却若しくは除去した場合において当

該資産の経理規程第５５条第１項及び第３項に定める減価償却の計算は、当該

資産の当期における使用月数に応じて行うものとする。 

 

（中古資産の耐用年数） 

第２条  中古資産を取得した場合における経理規程第５５条第４項に定める耐用年数は、

次のいずれかとする。 

  （１）当該資産を当該事業の用に供した以後の使用可能期間の年数 

  （２）次の簡便法より計算した残存耐用年数 

     ただし、当該中古資産を事業の用に供するために支出した資本的支出の額が中

古資産の取得価額の５０％を超える場合には、簡便法により計算した年数によ

ることはできない。 

    ①法定耐用年数の全部を経過したもの 

     法定耐用年数×２０％＝残存耐用年数 

    ②法定耐用年数の一部を経過したもの 

     法定耐用年数－経過年数＋（経過年数×２０％）＝残存耐用年数 

     上記①又は②の算式により計算した年数に１年未満の端数がある時はこれを１

年とし、当該年数が２年未満であるときは２年とする。 

 

（計上時期） 

第３条  月次原価計算又は月次損益予算管理を行うため、減価償却費の計上を月次決算

で行う必要がある場合には、毎会計期間開始の時に当該会計期間の減価償却予

定額を計算し、この予定額を当該会計期間の月数で除した金額を月次決算にお

いて減価償却費として計上するものとする。また、当該会計期間に月割り計上

した減価償却費の合計額は、会計年度末において当該会計期間に負担すべき減

価償却費の年間計上額に洗い替えるものとする。 
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１１ 「経理規程第５６条に定める退職給付引当金に関する細則」 

 

（戻入の時期と金額） 

第１条  経理規程第５６条に定める退職給付引当金は、前会計年度末の退職給付引当金

の設定対象者が退職した場合には、当該退職者の退職時に、当該退職者に係る

前会計年度末の退職給付引当金を退職金（勘定科目は退職給付費用とする。）に

充当するものとする。 

 

（計上時期） 

第２条  月次原価計算又は月次損益予算管理を行うため、退職給付引当金繰入額を月次

決算で計上する必要がある場合には、毎会計期間開始の時に当該会計期間の退

職給付引当金繰入予定額を計算し、この予定額を当該会計期間の月数で除した

金額を月次決算において退職給付引当金繰入額（勘定科目は退職給付費用とす

る。以下、同じ。）として計上するものとする。また、当該会計期間に月割り計

上した退職給付引当金繰入額の合計額は、会計年度末において当該会計期間に

負担すべき退職給付引当金の繰入額の年間計上額に洗い替えるものとする。 
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１２ 「経理規程第５７条に定める賞与引当金に関する細則」 

 

（計上額） 

第１条  経理規程第５７条に定める賞与引当金は、原則として、過去の実績、同業他法

人の支払状況、労使間の協定内容、法人の業績、法人の人事政策などを勘案し

て、翌会計期間に支給する賞与の額及び当該賞与に係る法定福利費（当法人の

負担額に限る。以下、「賞与等」という。）の合計額を見積り、その合計額のう

ち当会計期間に対応する金額を賞与引当金として計上するものとする。 

 

（戻入の時期と金額） 

第２条  前条に定める賞与引当金は、前会計年度末に賞与引当金の設定対象となってい

る賞与の支給があった場合には、当該賞与支給時に、当該賞与引当金を当該賞

与支給額及び法定福利費に充当するものとする。 

 

（計上時期） 

第３条  月次原価計算又は月次損益予算管理を行うため、賞与引当金繰入額を月次決算

で計上する必要がある場合には、毎会計期間開始の時に当該会計期間の負担す

べき賞与金額の予定額を計算し、この予定額を当該会計期間の月数で除した金

額を月次決算において賞与引当金繰入額として計上するものとする。また、当

該会計期間に月割り計上した賞与引当金繰入額の残高は、会計年度末において

当該会計期間に負担すべき賞与引当金繰入額の年間計上額に洗い替えるものと

する。 

  ２  当該会計期間に月割り計上した賞与引当金に係る賞与の支給が当該会計期間に

あった場合には、当該支給があった時に、当該賞与引当金の金額を戻入れ、賞

与引当金繰入の控除項目として計上するものとする。 
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１３ 「経理規程第５８条に定める徴収不能引当金に関する細則」 

 

（計上時期） 

第１条  経理規程第５８条に定める徴収不能引当金は、毎会計年度末に当該会計期間の

末日における金銭債権に係る徴収不能引当金を計上するものとする。 

 

（計上額） 

第２条 前条に定める徴収不能引当金は、会計年度末の金銭債権を個別に評価する債権（以

下、「個別評価債権」という。）と、その他の債権（以下、「一括評価債権」とい

う。）に区分して計算するものとする。 

  ２  前項に定める個別評価債権は、次の（１）の債権とし、その債権に対する徴収

不能引当金は、次の（２）により算定するものとする。 

  （１）徴収不能の可能性が極めて高い債権 

     徴収不能の可能性が極めて高い債権とは、破産、経営破綻（以下、「破産等」と

いう。）又は実質的に破産等に陥っている債務者に対する債権をいう。破産等の

状態に陥っている債務者とは、法的、形式的な破産等の事実は発生していない

が、深刻な状態にあると認められる債務者をいうものとする。 

  （２）徴収不能見込額の算定 

     個別評価債権の金額から回収が確実に見込まれる額を控除して算定するものと

する。 

  ３  第１項に定める一括評価債権は、個別評価債権以外の債権とし、その債権に対

する徴収不能引当金は、一括評価債権の金額に過去の徴収不能額の発生割合を

乗じて算定するものとする。 

 

（戻入の時期と金額） 

第３条  前条第２項に定める徴収不能引当金は、個別評価債権が徴収不能となることが

明らかになった場合には、当該徴収不能引当金を当該徴収不能額に充当するも

のとする。また、徴収不能引当金の対象としていた個別評価債権が回収される

などして当該計上が不要となった場合には、当該不要となった金額は戻入れ、

事業活動計算書、特別増減の部、その他特別収益、徴収不能引当金戻入益とし

て計上するものとする。 

  ２  前条第３項に定める徴収不能引当金は、一括評価債権が徴収不能となることが

明らかになった場合には、一括評価債権に係る徴収不能引当金の帳簿残高を限

度として、当該徴収不能引当金を当該徴収不能額に充当するものとする。 
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１４ 「経理規程に定める重要性に関する細則」 

 

（重要性の基準） 

第１条  経理規程第４２条第４項、第５６条、第５７条、第５８条第１項における重要

性の判断は、計算書類等の利用者が、計算書類財務諸表等に記載されたこれら

の事項の情報に基づいて判断する場合において、誤りの無い判断ができるか否

かを考慮して行う必要がある。 

  ２  重要性の判断は、原則として個々の事例ごとに行われるが、個々の判断におけ

る恣意性を排除するために、一定の基準を設け、明示することとする。 

  ３  前項の基準は、第１項の原則に基づいて設ける必要があるが、通常、次に掲げ

る事項を考慮して設定する。 

   ・ サービス活動収益に与える影響 

   ・ 当期活動増減差額に与える影響 

   ・ 資産の合計に与える影響 

  ４  重要性の判定は、一次的には、前項の基準値に基づいて行うが、最終的な判断

は、第１項に定める趣旨から、次に例示する事項等を考慮した上で行うものと

する。したがって、金額が基準値に満たない場合あるいは金額を持たない項目

であっても、質的に重要性が有ると判定される場合があることに留意する。 

   ・ 当該年度の財政状態又は経営成績の異常性の有無 

   ・ 過年度の財政状態又は経営成績に与える影響 

   ・ 臨時的又は異常な事象の発生を示す事項 

   ・ 傾向値に影響を与える事項、増減差額をプラス（又はマイナス）からマイナス

（又はプラス）に転換する事項 

   ・ 開示項目あるいは開示内容の重要性 

  ５  第３項に定める基準値は、法人の内外の環境の変化、業務内容の変化等に応じ

て、適宜見直しを行わなければならない。異常である場合には、サービス活動

収益計、当期活動増減差額及び資産の部合計について、単に当年度における影

響のみを考慮するのではなく、過年度の数値を参考として正常な財政状態及び

経営成績を算定し、それらも併せて考慮する。 

 

 

 

  附則  この細則は、平成２５年 ４月 １日から実施する。 

      この細則は、平成２９年 ４月 １日から実施する。 

      平成２９年 ４月 １日 最終改訂 
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別添１ 

 

共通経費の配分基準表 

 

事業区分、拠点区分又はサービス区分として把握できる個別費はそれに賦課し、それ以外

の事業区分、拠点区分又はサービス区分に共通して発生する経費は、次の配分基準により

配分するものとする。 

 

種類 勘定科目 配分基準 

人件費（支出） ・職員給料（支出） 

・職員賞与（支出） 

・賞与引当金繰入 

・非常勤職員給与（支出） 

・退職給付費用（退職給付支出） 

・法定福利費（支出） 

勤務時間割合により区分。 

（困難な場合は次の方法により配分） 

・職種別人員配置割合 

・看護・介護職員人員配置割合 

・届出人員割合 

・延利用者数割合 

事業費（支出） ・介護用品費（支出） 

・医薬品費（支出） 

・診療・療養等材料費（支出） 

・消耗器具備品費（支出） 

各事業の消費金額により区分。 

（困難な場合は次の方法により配分） 

・延利用者数割合 

・各事業別収入割合 

・給食費（支出） 実際食数割合により区分。 

（困難な場合は次の方法により配分） 

・延利用者数割合 

・各事業別収入割合 

事務費（支出） ・福利厚生費（支出） 

・職員被服費（支出） 

給与費割合により区分。 

（困難な場合は延利用者数割合により配分） 

・旅費交通費（支出） 

・通信運搬費（支出） 

・諸会費（支出） 

・雑費（雑支出） 

・渉外費（支出） 

・延利用者数割合 

・職種別人員配置割合 

・給与費割合 

・事務消耗品費（支出） 

・広報費（支出） 

各事業の消費金額により区分。 

（困難な場合は延利用者数割合により配分） 

・会議費（支出） 会議内容により事業個別費として区分。 

（困難な場合は延利用者数割合により配分） 

・水道光熱費（支出） 

 

メーター等による測定割合により区分。 

（困難な場合は建物床面積割合により配分） 
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・修繕費（支出） 建物修繕は、当該修繕部分により区分、建物修

繕以外は事業個別費として配分。 

（困難な場合は建物床面積割合で配分） 

・賃借料（支出） 

・土地建物賃借料（支出） 

賃貸物件特にリース物件については、その物件

の使用割合により区分。 

（困難な場合は建物床面積割合により配分） 

・保険料（支出） ・建物床面積割合により配分 

・自動車関係は送迎利用者数割合又は使用高割

合で、損害保険料等は延利用者数割合により

配分 

・租税公課（支出） ・建物床面積割合により配分 

・自動車関係は送迎利用者数割合又は使用高割

合で配分 

・保守料（支出） 保守契約対象物件の設置場所等に基づき事業個

別費として区分。 

（困難な場合は延利用者数割合により配分） 

・業務委託費（支出）（寝具） 

 

         （給食） 

 

         （その他） 

各事業の消費金額により区分。 

（困難な場合は延利用者数割合により配分） 

・延利用者数割合 

・実際食数割合 

・建物床面積割合 

・延利用者数割合 

・研修研究費（支出） 研修内容等、目的、出席者等の実態に応じて、

事業個別費として区分。 

（困難な場合は延利用者数割合により配分） 

減価償却費 ・建物、構築物等に係る減価償却費 建物床面積割合により区分。 

（困難な場合は延利用者数割合により配分） 

・車輛運搬具、機械及び装置等に係る

減価償却費 

使用高割合により区分。 

（困難な場合は延利用者数割合により配分） 

・その他の有形固定資産、無形固定資

産に係る減価償却費 

延利用者数割合により配分 

徴収不能額 ・徴収不能額 各事業の個別発生金額により区分。 

（困難な場合は各事業別収入割合により配分） 

徴収不能引当金 

繰入 

・徴収不能引当金繰入 事業ごとの債権金額に引当率を乗じた金額に基

づき区分。 

（困難な場合は延利用者数割合により配分） 
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支払利息（支出） ・支払利息（支出） 事業借入目的の借入金に対する期末残高割合に

より区分。 

（困難な場合は次の方法により配分） 

・借入金が主として土地建物の取得の場合は建

物床面積割合 

・それ以外は延利用者数割合 

 

 

 

 

就労継続支援Ｂ型事業所において、使用する電気料金は、メーター測定により使用金額を

求める。 

尚、単価は四国電力が作成する「業務用高負荷率型電力使用料金」に基づく、ミドル単価

を適用する。状況の変化等により当該単価を適用することが不合理であると認められるよ

うになった場合を除き、継続的に適用するものとする。 

平成２５年１月２８日現在 

使用時間数 単  価 

３００ ～ 高負荷率単価２  （ ８．１１円） 

２００ ～ ３００ 高負荷率単価１  （ ９．１０円） 

１００ ～ ２００ ミドル単価    （ ９．９０円） 

０  ～ １００ ベース単価    （１３．６９円） 

 

 ＜使用時間の求め方＞ 

  就労支援事業活動 ９：００～１７：００ 【８時間／日】 

  月～金曜日（祝祭日を除く） ８時間／日×２２日（３０－８日）＝１７６時間／月 

                                 （ミドル単価） 
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別添２ 

 

「資本的支出と修繕費の区分判定表」 

 

 

                                 ＹＥＳ 

ＮＯ 

 

                                                                 ＹＥＳ 

ＮＯ 

 

 

    ＹＥＳ 

ＮＯ 

 

 

ＮＯ 

 

 

                                 ＹＥＳ 

ＮＯ 

 

 

                                 ＹＥＳ 

ＮＯ 

 

ＹＥＳ 

 

 

※１ 法人は、固定資産の計上基準を参酌し、合理的な金額を定めることができるものと

する。 

※２ 次に掲げる支出は、当該資産の価値を高めるもの又はその耐久性を増すもの（資本

的支出）に該当する。 

  ①避難階段の取付けなど物理的に付加された部分の金額 

  ②用途変更の為の模様替え等改造改装に直接要した金額 

  ③固定資産の部分品を品質又は性能の高いものに取り替えた場合のその取り替えに要

すると認められる金額 

その支出額は（※１）２０万円未満である。 

その支出の周期は概ね３年以内である。 

その支出は明らかにその資産の価値を高めるもの 

又は耐久性を増すものである。（※２） 

その支出は通常の維持管理のためのものである。 

その支出は災害等でき損したものの 

原状回復費用である。 

その支出額は（※１）６０万円未満又は 

前期末取得価額の１０％以下である。 

その支出は使用可能期間を延長させる部分の金額又 

はその資産の価値を増加させる部分の金額である。 

修 
 

 
 

 
 

 

繕 
 

 
 

 
 

 

費 

資
本
的
支
出 


